
 

令和５年３月３日差替え 

           Press Release  

 

 

  報道関係者 各位                         

 

 

 

 

平成 29 年「派遣労働者実態調査」の結果を公表します 

 

 厚生労働省では、このほど、平成 29年「派遣労働者実態調査」の結果を取りまとめましたので、

公表します。 

 「派遣労働者実態調査」は、派遣労働者の就業実態及び事業所における派遣労働者の受け入れ

状況等を把握することを目的とし、事業所規模５人以上の事業所約 17,000 か所と、そこで働く派

遣労働者約 14,000 人を対象として平成 29 年 10 月１日現在の状況について調査を実施しました

（前回は平成 24 年に実施）。有効回答率は事業所調査で 59.5％、派遣労働者調査で 62.0％でし

た。 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は別途概況をご覧ください。 

平成30年10月17日 
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室 長 補 佐      佐田 晴康 
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【調査結果のポイント】 

 〔事業所調査〕 

１ 派遣労働者が就業している事業所は全体の 12.7％であった（Ｐ４表１）。 

２ 派遣労働者を就業させる理由（３つまでの複数回答）は「欠員補充等必要な人員を迅速に確保

できるため」が 73.1％で最も高くなっている（Ｐ７表 4、図１）。 

３  就業している派遣労働者に対して、過去１年間（平成 28年 10 月 1 日～平成 29年 9月 30 日）

に、教育訓練・能力開発を行った事業所の割合は 59.0％となっている（Ｐ11 表 9）。 

４ 今後の派遣労働者の割合の方針は、派遣労働者が就業している事業所では、「割合を減らす」

19.3％、「割合を増やす」7.1％となっている（Ｐ17 表 19）。 

〔派遣労働者調査〕 

１ 年齢階級別では「40～44 歳」が 16.7％と最も高い（Ｐ19 表 21）。 

２ 現在行っている派遣業務（複数回答）は「一般事務」が 23.5％と最も高い（Ｐ22 表 28）。 

３ 派遣労働者に対する諸手当等、各種制度の状況をみると、「通勤手当」51.0％、「賞与・一時

金」19.6％、「昇給」15.2％で支給・実施があった（Ｐ28 表 38）。 

４ 派遣元への要望は「賃金制度を改善してほしい」が 55.8％、派遣先への要望は「派遣契約期

間を長くしてほしい」が 30.0％と最も高い（Ｐ33表 45、図６、図７、Ｐ34表 46、図８、図９）。 

５ 派遣労働者の今後の働き方に対する希望について、派遣労働者、派遣労働者以外等のいずれか

で働きたいか訊いたところ、「派遣労働者以外の就業形態で働きたい」が 49.1％、「派遣労働

者として働きたい」が 26.7％、「その他」22.8％となっている。「派遣労働者以外の就業形態で

働きたい」と回答した者のうち 80.9％は「正社員として働きたい」としている。（Ｐ37表 51、

Ｐ38表 52、表 53） 


